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当ファンドの仕組みは次の通りです｡ 
 
商 品 分 類 追加型投信/海外/不動産投信 

信 託 期 間 信託期間は2013年8月26日から無期限です｡ 

運 用 方 針 

 
安定的な収益の確保と投資信託財産の中長期的な成長
を目指して運用を行います。 

主要運用対象 

ア ジ ア R E I T ・ 
リサーチ・オープン
（ 年 2 回 決 算 型 ） 

下記のマザーファンド受益証券を主
要投資対象とします｡ 

ア ジ ア R E I T ・ 
リ サ ー チ 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

 
日本を除くアジア諸国・地域の金融
商品取引所等(これに準ずるものを
含みます｡)に上場されている不動
産投資信託証券を主要投資対象と
します｡ 

組 入 制 限 

ア ジ ア R E I T ・ 
リサーチ・オープン
（ 年 2 回 決 算 型 ） 

 
マザーファンドへの投資割合には
制限を設けません｡ 
投資信託証券(上場投資信託を除
きます｡)への実質投資割合は､投資
信託財産の純資産総額の5％以下
とします｡ 
株式等への実質投資割合は､投資
信託財産の純資産総額の30％以
下とします｡ 
外貨建資産への実質投資割合に
は制限を設けません｡ 

ア ジ ア R E I T ・ 
リ サ ー チ 
マ ザ ー フ ァ ン ド 

 
投資信託証券(上場投資信託を除
きます｡)への投資割合は､投資信託
財産の純資産総額の5％以下としま
す｡ 
株式(新株引受権証券及び新株予
約権証券を含みます｡)への投資割
合は､投資信託財産の純資産総額
の30％以下とします｡ 
外貨建資産への投資割合には制
限を設けません｡ 

分 配 方 針 

 
年2回、毎決算時に委託会社が基準価額水準､市況動向
などを勘案して分配金額を決定します｡ただし､分配を行
わないことがあります｡ 
分配対象額は､経費控除後の繰越分を含めた配当等収
益及び売買益(評価益を含みます｡)等の全額とします｡ 

 

当ファンドは特化型運用を行います｡ 
当ファンドの実質投資対象である日本を除くアジア諸国・地域の
金融商品取引所等に上場しているREITには､一般社団法人投資信託
協会規則で定める寄与度が10％を超える又は超える可能性の高い
支配的な銘柄が存在するため､特定の銘柄への投資が集中すること
があります｡ 
当該銘柄のエクスポージャーが投資信託財産の純資産総額の35％
を超えないように運用を行いますが､当該REIT及びREITの運用会社
に財政難､経営不振等が生じた場合又はそれが予想される場合に
は､大きな損失が発生することがあります｡ 

 

 

 

 
 

アジアREIT・リサーチ・オープン
（年2回決算型） 

 

 

運 用 報 告 書（全 体 版) 
 

 
第25期 (決算日 2026年1月14日) 

 
 
 
受益者のみなさまへ 
 
平素は格別のご愛顧を賜り､厚くお礼申しあげます｡ 

さて､当ファンドはこのたび上記の決算を行いました

ので､ここに期中の運用状況をご報告申しあげます｡ 

今後とも一層のご愛顧を賜りますよう､お願い申しあ

げます｡ 

 
 
 
  

 
 

〒105-0011 東京都港区芝公園一丁目1番1号 

ホームページ https://www.smtam.jp/ 

■口座残高など､お客さまのお取引内容についてのお問い合わせ

お取引のある販売会社へお問い合わせください｡ 

■当運用報告書についてのお問い合わせ 

フリーダイヤル：0120-668001 

(受付時間は営業日の午前9時～午後5時です｡) 
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【本運用報告書の記載について】 

・基準価額および税込分配金は1万口当たりで表記しています｡ 

・原則として､数量､額面､金額の表記未満は切捨て､比率は四捨五入で表記しています｡ 

・－印は､組入､異動等の該当がないことを示します｡ 

・指数に関する著作権等の知的財産権およびその他の一切の権利は指数の開発元もしくは公

表元に帰属します｡ 
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最近5期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 投資信託証券 

組 入 比 率 
純 資 産 総 額 

(分 配 落) 税込分配金 期中騰落率 

 円 円 ％ ％ 百万円 

第21期(2024年1月15日) 24,066 0 2.5 98.1 580 

第22期(2024年7月16日) 23,911 0 △0.6 97.9 636 

第23期(2025年1月14日) 22,992 0 △3.8 97.8 547 

第24期(2025年7月14日) 25,133 0 9.3 94.5 363 

第25期(2026年1月14日) 28,809 0 14.6 97.3 410 

(注1)基準価額の騰落率は分配金込みです｡ 
(注2)当ファンドは親投資信託を組み入れますので､｢投資信託証券組入比率｣は実質比率を記載しております｡ 
 

当期中の基準価額の推移 
 

年 月 日 
基   準   価   額 投 資 信 託 証 券 

組 入 比 率  騰 落 率 

(当 期 首) 円 ％ ％ 

2025年 7月14日 25,133 － 94.5 

   7月末 26,314 4.7 94.7 

   8月末 26,111 3.9 93.3 

   9月末 26,553 5.6 95.3 

  10月末 27,996 11.4 97.4 

  11月末 27,732 10.3 95.9 

  12月末 27,855 10.8 96.6 

(当 期 末)    

2026年 1月14日 28,809 14.6 97.3 

(注1)期末基準価額は分配金込み､騰落率は期首比です｡ 
(注2)当ファンドは親投資信託を組み入れますので､｢投資信託証券組入比率｣は実質比率を記載しております｡ 
 
 
 

当ファンドの運用の基本方針に適した指数が存在しないため､ベンチマーク及び参考指数を特定し

ておりません｡ 

 



米国の雇用状況の先行き不透明感やインフレ再燃など経済に対する懸念が燻りつつも、FRB（米連邦準備
理事会）が段階的な利下げを実施したことで金利水準の低下によるスプレッドの改善と借換コストの低
下が好感されたことや、関税政策の不透明感の後退が投資家心理に安心感を与えたことが基準価額の上
昇要因となりました。

（注1）�分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマン
スを示すものです。

（注2）�分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税条件も異な
ります。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。

（注3）�分配金再投資基準価額は、2025年7月14日の値を基準価額に合わせて指数化しています。

第25期首：25,133円
第25期末：28,809円（既払分配金0円）
騰落率：14.6％（分配金再投資ベース）

第25期首 第25期末
2025/7 108 9 11 2026/112

純資産総額（億円）（右軸）
基準価額（円）（左軸）

分配金再投資基準価額（左軸）
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基準価額等の推移

基準価額の主な変動要因

当期中の運用経過と今後の運用方針
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投資環境

アジアREIT市場は、米国の雇用状況の先行き不透明感やインフレ再燃など経済に対する懸念が燻りつつ
も、FRB（米連邦準備理事会）が段階的な利下げを実施したことで金利水準の低下によるスプレッドの改
善と借換コストの低下が好感されたことや、関税政策の不透明感の後退が投資家心理に安心感を与えた
ことから堅調に推移しました。
外国為替市場では、当作成期首の水準と比較してシンガポール・ドルと香港ドルはいずれも対円で上昇と
なりました。

「アジアREIT・リサーチ マザーファンド」受益証券を高位に組み入れ運用しました。

【「アジアREIT・リサーチ マザーファンド」の運用経過】
投資国別では、国内優良物件の保有に加えオーストラリアやアセアン諸国などの不動産にも投資先を広
げ流動性にも優れたシンガポールと長期的な業績見通しが概ね良好な香港、用途別では景気減速の影響
を受けにくいと見られる日用品を中心に取り扱う商業施設を中心としたポートフォリオを維持しまし
た。また、シンガポールや香港のREITを中心に保有するとともに、商業施設、物流・産業用施設、オフィス、
データセンターなど幅広い銘柄を組み入れました。個別銘柄では、決算動向などを精査し、業績見通しの
確実性が高く、収益性、成長性、予想配当利回りの観点から相対的に投資魅力度が高い銘柄群の保有を維
持しました。

当ファンドのポートフォリオ

― 4 ―
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当ファンドの組入資産の内容

（注）�組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。

（注）�資産別・通貨別配分の比率は純資産総額に対する評価額の割合、国別配分の比率は組入証券評価額に対する評価額の割合です。その
他は未収・未払金等の発生により、数値がマイナスになることがあります。

○組入ファンド
当期末

2026年1月14日
アジアREIT・リサーチ マザーファンド 100.0％
その他 0.0％
組入ファンド数 1

その他
0.0%

親投資信託証券
100.0%

円
100.0％

日本
100.0％

○資産別配分 ○通貨別配分○国別配分

当ファンドのベンチマークとの差異

当ファンドの運用の基本方針に適した指数が存在しないため、ベンチマーク及び参考指数を特定しておりませ
ん。
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基準価額水準、市況動向等を考慮して、収益分配は見送りとさせていただきました。
なお､収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については､運用の基本方針に基づいて運用を行います｡

（1万口当たり・税引前）

（注1）�「当期の収益」及び「当期の収益以外」は、円未満を切り捨てて表示していることから、合計した額が「当期分配金」と一致しない場合が
あります。

（注2）�当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異な
ります。

（注3）�－印は該当がないことを示します。

分配金

項目 第25期
2025年7月15日～2026年1月14日

当期分配金� （円） －
（対基準価額比率）� （％） （－）
当期の収益� （円） －
当期の収益以外� （円） －
翌期繰越分配対象額� （円） 18,808

運用にあたっては、各銘柄の投資適格性等を考慮したうえで、投資環境調査、各銘柄の保有不動産分析、収
益並びに配当の予想等に基づき、銘柄選択を行います。
香港REITは、先行きは依然として不透明のため、短期的には引き続き値動きが荒い展開に注意が必要と考
えますが、長期的には政府の景気刺激策が次第に消費環境の改善を促し、同市場で大きな割合を占める商
業施設REITの業績改善が期待されることから、安定的な配当金の推移を見込んでいます。また、シンガポ
ールREITは、金利低下を背景に借り換えコストの低下が業績を後押しするほか、オフィス・商業施設の需
給環境は概ね良好なことから、安定的な配当金の推移を見込んでいます。
今後も、国内優良物件の保有に加えオーストラリアやアセアン諸国などの不動産にも投資先を広げ流動
性にも優れたシンガポールと長期的な業績見通しが概ね良好な香港、用途別では景気減速の影響を受け
にくいと見られる日用品を中心に取り扱う商業施設を中心としたポートフォリオを維持する方針です。

今後の運用方針
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1万口当たりの費用明細 

 

項目 

当期 

項目の概要 (2025年7月15日～2026年1月14日) 

金額 比率 

(a)信託報酬 222円 0.821％ 
 
(a)信託報酬＝ 〔期中の平均基準価額〕 ×信託報酬率 
 
期中の平均基準価額は27,093円です｡ 
信託報酬に係る消費税は当(作成)期末の税率を採用し
ています｡ 

   

(投信会社) (98) (0.360) 委託した資金の運用､基準価額の計算､開示資料作成等
の対価 

(販売会社) (113) (0.416) 交付運用報告書等各種書類の送付､口座内でのファン
ドの管理､購入後の情報提供等の対価 

(受託会社) (12) (0.044) 運用財産の管理､投信会社からの指図の実行の対価 

(b)売買委託手数料 0 0.000 
 

(b)売買委託手数料＝ 
〔期中の売買委託手数料〕 

×10,000 
〔期中の平均受益権口数〕 

 
売買委託手数料は､有価証券等の売買の際､売買仲介人
に支払う手数料 

(株式) (－) (－) 

(新株予約権証券) (－) (－) 

(オプション証券等) (－) (－) 

(新株予約権付社債(転換社債)) (－) (－) 

(投資信託証券) (0) (0.000) 

(商品) (－) (－) 

(先物・オプション) (－) (－) 

(c)有価証券取引税 0 0.000 
 

(c)有価証券取引税＝ 
〔期中の有価証券取引税〕 

×10,000 
〔期中の平均受益権口数〕 

 
有価証券取引税は､有価証券の取引の都度発生する取
引に関する税金 

(株式) (－) (－) 

(新株予約権証券) (－) (－) 

(オプション証券等) (－) (－) 

(新株予約権付社債(転換社債)) (－) (－) 

(公社債) (－) (－) 

(投資信託証券) (0) (0.000) 
 
(d)その他費用 

 
12 

 
0.043 

 

(d)その他費用＝ 
〔期中のその他費用〕 

×10,000 
〔期中の平均受益権口数〕 

 

(保管費用) (11) (0.041) 保管費用は､海外における保管銀行等に支払う有価証
券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費
用 

(監査費用) (1) (0.003) 監査費用は､監査法人に支払うファンドの監査に係る
費用 

(その他) (0) (0.000) その他は､信託事務の処理等に要するその他諸費用 

合計 234 0.864  

(注1)期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は追加､解約によって受益権口数に変動があるため､簡便法により算出した結果です｡ 
なお､売買委託手数料､有価証券取引税及びその他費用は､当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額のうち､当ファ
ンドに対応するものを含みます｡ 

(注2)各項目ごとに円未満は四捨五入してあります｡ 
(注3)｢比率｣欄は､1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです｡ 



総経費率
当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税
を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（1口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率）
は1.72%です。

（注1）各費用は1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注2）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。
（注3）各比率は、年率換算した値です。
（注4）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

運用管理費用
（投信会社）
0.71%

運用管理費用
（販売会社）
0.83%

運用管理費用
（受託会社）
0.09%

その他費用
0.09%

総経費率
1.72%

＜参考情報＞
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売買および取引の状況 
 
<親投資信託受益証券の設定､解約状況> 

 

当 期 

設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 

アジアＲＥＩＴ・リサーチ マザーファンド 3,682 11,421 6,518 20,451 

 

利害関係人※との取引状況等 

 
■利害関係人との取引状況 

区     分 

当 期 

買付額等Ａ 

 

売付額等Ｃ 

 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 

Ａ 
 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 

Ｃ 
 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
金 銭 信 託 0.000107 0.000107 100.0 0.000107 0.000107 100.0 

コ ー ル ・ ロ ー ン 233 20 8.6 234 20 8.5 
(注)当該取引に係る利害関係人は､三井住友信託銀行株式会社です｡ 

 

<アジアＲＥＩＴ・リサーチ マザーファンド> 

区 分 

当 期 
      

買付額等Ａ 
 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等Ｃ 
 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
為 替 直 物 取 引 － － － 329 329 100.0 

金 銭 信 託 0.007699 0.007699 100.0 0.007699 0.007699 100.0 

コ ー ル ・ ロ ー ン 7,119 639 9.0 7,143 642 9.0 
<平均保有割合 7.8%> 
(注1)平均保有割合とは､親投資信託の残存口数の合計に対する当ファンドの親投資信託所有口数の割合です｡ 
(注2)当該取引に係る利害関係人は､三井住友信託銀行株式会社です｡ 

 

組入資産の明細 
 
<親投資信託残高> 

種 類 
当期首(前期末) 当  期  末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

アジアＲＥＩＴ・リサーチ マザーファンド 124,290 121,455 410,118 

(注)親投資信託の当期末現在の受益権総口数は､1,522,968千口です｡ 

 
※ 利害関係人とは､投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です｡ 
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投資信託財産の構成 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

アジアＲＥＩＴ・リサーチ  マザーファンド 410,118 99.2 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 3,433 0.8 

投 資 信 託 財 産 総 額 413,551 100.0 

(注1) アジアＲＥＩＴ・リサーチ マザーファンドにおいて､当期末における外貨建純資産(5,122,668千円)の投資信託財産総額(5,171,619
千円)に対する比率は99.1%です｡ 

(注2) 外貨建資産は､当期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです｡ 

1香港ドル=20.42円 1シンガポールドル=123.55円 1マレーシアリンギット=39.2145円 

 

資産､負債､元本および基準価額の状況ならびに損益の状況 
 

■資産､負債､元本および基準価額の状況 
 

項 目 
当 期 末 

2026年1月14日現在 

(A) 資 産 413,551,486円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 3,433,257 

 アジアREIT･リサーチ マザーファンド(評価額) 410,118,162 

 未 収 利 息 67 

(B) 負 債 3,230,367 

 未 払 解 約 金 30,988 

 未 払 信 託 報 酬 3,188,667 

 そ の 他 未 払 費 用 10,712 

(C) 純 資 産 総 額(A-B) 410,321,119 

 元 本 142,429,244 

 次 期 繰 越 損 益 金 267,891,875 

(D) 受 益 権 総 口 数 142,429,244口 

 1万口当たり基準価額(C/D) 28,809円 

 

■損益の状況 
 

項 目 
当 期 

自 2025年7月15日 
至 2026年1月14日 

(A) 配 当 等 収 益 5,086円 

 受 取 利 息 5,086 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 54,410,804 

 売 買 益 56,055,880 

 売 買 損 △1,645,076 

(C) 信 託 報 酬 等 △3,199,379 

(D) 当 期 損 益 金(A+B+C) 51,216,511 

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 54,005,246 

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 162,670,118 

 (配 当 等 相 当 額) (152,572,888) 

 (売 買 損 益 相 当 額) (10,097,230) 

(G)  計 (D+E+F) 267,891,875 

(H) 収 益 分 配 金 0 

 次 期 繰 越 損 益 金(G+H) 267,891,875 

 追 加 信 託 差 損 益 金 162,670,118 

 (配 当 等 相 当 額) (152,637,452) 

 (売 買 損 益 相 当 額) (10,032,666) 

 分 配 準 備 積 立 金 105,221,757 
(注1) (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みま

す｡ 
(注2) (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含め

て表示しています｡ 
(注3) (F)追加信託差損益金とあるのは､信託の追加設定の際､追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます｡ 
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<注記事項> 
※ 当ファンドの期首元本額は144,556,958円､期中追加設定元本額は7,510,070円､期中一部解約元本額は9,637,784円です｡ 
※分配金の計算過程 

項 目 当   期 

(A) 配当等収益額(費用控除後) 7,588,975円 

(B) 有価証券売買等損益額 
(費用控除後・繰越欠損金補填後) 33,612,850円 

(C) 収益調整金額 162,670,118円 

(D) 分配準備積立金額 64,019,932円 

(E) 分配対象収益額(A+B+C+D) 267,891,875円 

(F) 期末残存口数 142,429,244口 

(G) 収益分配対象額(1万口当たり) 
  (E/F×10,000) 18,808円 

(H) 分配金額(1万口当たり) －円 

(I) 収益分配金金額(F×H/10,000) －円 

 

お知らせ 
 
該当事項はありません｡ 
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アジアREIT・リサーチ マザーファンド 

運 用 報 告 書 

第13期 (決算日 2026年1月14日) 

当親投資信託の仕組みは次の通りです｡ 

信 託 期 間 信託期間は2013年1月31日から無期限です｡ 

運 用 方 針 安定的な収益の確保と投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います｡ 

主要運用対象 
日本を除くアジア諸国・地域の金融商品取引所等(これに準ずるものを含みます｡)に上場さ

れている不動産投資信託証券を主要投資対象とします｡ 

組 入 制 限 

投資信託証券(上場投資信託を除きます｡)への投資割合は､投資信託財産の純資産総額の

5％以下とします｡ 

株式(新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます｡)への投資割合は､投資信託財産の

純資産総額の30％以下とします｡ 

外貨建資産への投資割合には制限を設けません｡ 

 
当親投資信託はこのたび上記の決算を行いましたので､期中の運用状況をご報告申しあげます｡ 

 

 

 

 

 

 
【本運用報告書の記載について】 

・基準価額は1万口当たりで表記しています｡ 

・原則として､数量､額面､金額の表記未満は切捨て､比率は四捨五入で表記しています｡ 

・－印は､組入､異動等の該当がないことを示します｡ 

・指数に関する著作権等の知的財産権およびその他の一切の権利は指数の開発元もしくは公表元に帰属します｡ 
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最近5期の運用実績 
 

決  算  期 
基   準   価   額 投資信託証券 

組 入 比 率 
純 資 産 総 額 

 期中騰落率 

 円 ％ ％ 百万円 

第 9期(2022年1月14日) 23,311 7.5 98.2 7,145 

第10期(2023年1月16日) 25,002 7.3 98.1 6,630 

第11期(2024年1月15日) 27,283 9.1 98.2 6,076 

第12期(2025年1月14日) 26,457 △3.0 97.8 4,830 

第13期(2026年1月14日) 33,767 27.6 97.3 5,142 

 

当期中の基準価額の推移 
 

年  月  日 
基   準   価   額 投 資 信 託 証 券 

組 入 比 率  騰 落 率 

(当 期 首) 円 ％ ％ 

2025年 1月14日 26,457 － 97.8 

1月末 26,475 0.1 97.8 

2月末 26,266 △0.7 95.9 

3月末 27,543 4.1 97.2 

4月末 26,293 △0.6 98.1 

5月末 27,203 2.8 97.0 

6月末 29,124 10.1 93.5 

7月末 30,614 15.7 94.7 

8月末 30,417 15.0 93.2 

9月末 30,977 17.1 95.3 

10月末 32,703 23.6 97.4 

11月末 32,435 22.6 95.9 

12月末 32,627 23.3 96.6 

(当 期 末)    

2026年 1月14日 33,767 27.6 97.3 
(注)騰落率は期首比です｡ 
 
 
 

当ファンドの運用の基本方針に適した指数が存在しないため､ベンチマーク及び参考指数を特定し

ておりません｡ 
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当期中の運用経過と今後の運用方針 
 
 基準価額等の推移 
 

 

 基準価額の主な変動要因 
 
<当期首～2025年6月末> 

米国の関税政策の報道により世界的に経済減速の懸念が高まったことから大きく下落する局面が

あったほか､FRB(米連邦準備理事会)が関税の物価指標への影響を注視する姿勢を示したことで利

下げ観測が後退し､嫌気される局面もありましたが､関税実施の延期や経済減速への警戒感が和ら

ぎ上昇したことが基準価額の上昇要因となりました｡ 

 

<2025年7月～当期末> 

米国の雇用状況の先行き不透明感やインフレ再燃など経済に対する懸念が燻りつつも､FRB(米連邦

準備理事会)が段階的な利下げを実施したことで金利水準の低下によるスプレッドの改善と借換コ

ストの低下が好感されたことや､関税政策の不透明感の後退が投資家心理に安心感を与えたことが

基準価額の上昇要因となりました｡ 
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 投資環境 
 
アジアREIT市場は､米国の関税政策の報道により世界的に経済減速の懸念が高まったことから大き

く下落する局面があったほか､FRB(米連邦準備理事会)が関税の物価指標への影響を注視する姿勢

を示したことで利下げ観測が後退し､嫌気される局面もありましたが､関税実施の延期や経済減速

への警戒感が和らぎ堅調に推移しました｡その後も､米国の雇用状況の先行き不透明感やインフレ

再燃など経済に対する懸念が燻りつつも､FRB(米連邦準備理事会)が段階的な利下げを実施したこ

とで金利水準の低下によるスプレッドの改善と借換コストの低下が好感されたことや､関税政策の

不透明感の後退が投資家心理に安心感を与えたことで堅調に推移しました｡外国為替市場では､当

期首の水準と比較してシンガポール・ドルは対円で上昇､香港ドルは対円でほぼ横這いとなりまし

た｡ 

 

 当ファンドのポートフォリオ 
 
投資国別では､国内優良物件の保有に加えオーストラリアやアセアン諸国などの不動産にも投資先

を広げ流動性にも優れたシンガポールと長期的な業績見通しが概ね良好な香港､用途別では景気減

速の影響を受けにくいと見られる日用品を中心に取り扱う商業施設を中心としたポートフォリオ

を維持しました｡また､シンガポールや香港のREITを中心に保有するとともに､商業施設､物流・産

業用施設､オフィス､データセンターなど幅広い銘柄を組み入れました｡個別銘柄では､決算動向な

どを精査し､業績見通しの確実性が高く､収益性､成長性､予想配当利回りの観点から相対的に投資

魅力度が高い銘柄群の保有を維持しました｡ 

 



当ファンドの運用の基本方針に適した指数が存在しないため､ベンチマーク及び参考指数を特定してお
りません｡

当ファンドのベンチマークとの差異

運用にあたっては、各銘柄の投資適格性等を考慮したうえで、投資環境調査、各銘柄の保有不動産分析、収
益並びに配当の予想等に基づき、銘柄選択を行います。
香港REITは、先行きは依然として不透明のため、短期的には引き続き値動きが荒い展開に注意が必要と
考えますが、長期的には政府の景気刺激策が次第に消費環境の改善を促し、同市場で大きな割合を占める
商業施設REITの業績改善が期待されることから、安定的な配当金の推移を見込んでいます。また、シンガ
ポールREITは、金利低下を背景に借り換えコストの低下が業績を後押しするほか、オフィス・商業施設の
需給環境は概ね良好なことから、安定的な配当金の推移を見込んでいます。
今後も、国内優良物件の保有に加えオーストラリアやアセアン諸国などの不動産にも投資先を広げ流動
性にも優れたシンガポールと長期的な業績見通しが概ね良好な香港、用途別では景気減速の影響を受け
にくいと見られる日用品を中心に取り扱う商業施設を中心としたポートフォリオを維持する方針です。

今後の運用方針

○上位10銘柄

（注）�組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。

順位 銘柄名 国・地域 組入比率
1 CAPITALAND INTEGRATED COMMERCIAL TRUST シンガポール 15.9%
2 LINK REIT 香港 14.8%
3 MAPLETREE LOGISTICS TRUST シンガポール 9.5%
4 FRASERS LOGISTICS & COMMERCI シンガポール 9.5%
5 MAPLETREE PAN ASIA COMMERCIA シンガポール 9.4%
6 CAPITALAND ASCENDAS REIT シンガポール 9.3%

順位 銘柄名 国・地域 組入比率
7 KEPPEL DC REIT シンガポール 8.8%
8 PARKWAY LIFE REAL ESTATE シンガポール 8.6%
9 MAPLETREE INDUSTRIAL TRUST シンガポール 4.8%
10 FRASERS CENTREPOINT TRUST シンガポール 3.9%

組入銘柄数 11

○資産別配分 ○通貨別配分○国別配分
その他
2.7%

外国投資信託証券
97.3%

円
0.4%

マレーシアリンギット
0.0%

シンガポールドル
81.4%

香港ドル
18.2%

香港
18.1%

シンガポール
81.9%

（注）�資産別・通貨別配分の比率は純資産総額に対する評価額の割合、国別配分の比率は組入証券評価額に対する評価額の割合です。その
他は未収・未払金等の発生により、数値がマイナスになることがあります。
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1万口当たりの費用明細 
 

項目 

当期 

項目の概要 (2025年1月15日～2026年1月14日) 

金額 比率 

(a)売買委託手数料 1円 0.002％ 
 

(a)売買委託手数料＝ 
〔期中の売買委託手数料〕 

×10,000 
〔期中の平均受益権口数〕 

 
売買委託手数料は､有価証券等の売買の際､売買仲介人
に支払う手数料 

(株式) (－) (－) 

(新株予約権証券) (－) (－) 

(オプション証券等) (－) (－) 

(新株予約権付社債(転換社債)) (－) (－) 

(投資信託証券) (1) (0.002) 

(商品) (－) (－) 

(先物・オプション) (－) (－) 

(b)有価証券取引税 1 0.002 
 

(b)有価証券取引税＝ 
〔期中の有価証券取引税〕 

×10,000 
〔期中の平均受益権口数〕 

 
有価証券取引税は､有価証券の取引の都度発生する取
引に関する税金 

(株式) (－) (－) 

(新株予約権証券) (－) (－) 

(オプション証券等) (－) (－) 

(新株予約権付社債(転換社債)) (－) (－) 

(公社債) (－) (－) 

(投資信託証券) (1) (0.002)  

 
(c)その他費用 

 
25 

 
0.084 

 

(c)その他費用＝ 
〔期中のその他費用〕 

×10,000 
〔期中の平均受益権口数〕 

 

(保管費用) (25) (0.084) 保管費用は､海外における保管銀行等に支払う有価証
券等の保管及び資金の送金・資産の移転等に要する費
用 

(監査費用) (－) (－) 監査費用は､監査法人に支払うファンドの監査に係る
費用 

(その他) (0) (0.000) その他は､信託事務の処理等に要するその他諸費用 

合計 27 0.088  

(注1)期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は追加､解約によって受益権口数に変動があるため､簡便法により算出した結果です｡ 
(注2)各項目ごとに円未満は四捨五入してあります｡ 
(注3)｢比率｣欄は､1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額(29,389円)で除して100を乗じたものです｡ 
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売買および取引の状況 
 
<投資信託受益証券､投資証券> 

 

当 期 

買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 

外 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国 

  口 千香港ドル 口 千香港ドル 
香 港 LINK REIT － － 700,000 28,048 

小  計 － － 700,000 28,048 

  口 千シンガポールドル 口 千シンガポールドル 
シンガポール CAPITALAND INTEGRATED COMMERCIAL TRUST － － － － 

  (－) (△7)   
 CAPITALAND ASCENDAS REIT － － － － 
  (－) (△25)   
 MAPLETREE LOGISTICS TRUST － － － － 
  (－) (△84)   
 FRASERS CENTREPOINT TRUST － － － － 
  (36,621) (73)   
 PARKWAY LIFE REAL ESTATE － － 100,000 408 
  (－) (△24)   
 MAPLETREE INDUSTRIAL TRUST － － － － 
  (－) (△12)   
 MAPLETREE PAN ASIA COMMERCIA － － 240,000 350 
  (－) (△8)   
 KEPPEL DC REIT － － 350,000 777 
  (120,178) (249)   
 FRASERS LOGISTICS & COMMERCI － － － － 
  (－) (△56)   

小  計 
－ － 690,000 1,536 

(156,799) (102)   
 
(注1)金額は受渡代金です｡ 
(注2)( )内は合併・分割・減資・償還等による増減分で､上段の数字には含まれておりません｡ 
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利害関係人※との取引状況等 
 
■利害関係人との取引状況 

区 分 

当 期 
      

買付額等Ａ 
 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

 売付額等Ｃ 
 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
為 替 直 物 取 引 － － － 849 849 100.0 
金 銭 信 託 0.008001 0.008001 100.0 0.008001 0.008001 100.0 
コ ー ル ・ ロ ー ン 15,117 1,492 9.9 15,152 1,506 9.9 

(注)当該取引に係る利害関係人は､三井住友信託銀行株式会社です｡ 

 

組入資産の明細 
 
<外国投資信託受益証券､投資証券> 

 当期首(前期末) 当 期 末 
銘 柄 

口 数 口 数 
評 価 額 

比 率 
 外 貨 建 金 額 邦貨換算金額 

(香港) 口 口 千香港ドル 千円 ％ 
LINK REIT 1,775,000 1,075,000 37,388 763,473 14.8 
FORTUNE REIT 1,400,000 1,400,000 6,916 141,224 2.7 

小 計 
口 数 ・ 金 額 3,175,000 2,475,000 44,304 904,697  
銘 柄 数 <比 率> 2 2 － <17.6%>  

(シンガポール)   千シンガポールドル   
CAPITALAND INTEGRATED COMMERCIAL TRUST 2,731,000 2,731,000 6,636 819,918 15.9 
CAPITALAND ASCENDAS REIT 1,333,695 1,333,695 3,854 476,208 9.3 
MAPLETREE LOGISTICS TRUST 2,921,874 2,921,874 3,973 490,956 9.5 
FRASERS CENTREPOINT TRUST 678,171 714,792 1,636 202,235 3.9 
PARKWAY LIFE REAL ESTATE 950,000 850,000 3,570 441,073 8.6 
MAPLETREE INDUSTRIAL TRUST 955,320 955,320 2,006 247,862 4.8 
MAPLETREE PAN ASIA COMMERCIA 2,895,904 2,655,904 3,904 482,361 9.4 
KEPPEL DC REIT 1,852,231 1,622,409 3,650 451,009 8.8 
FRASERS LOGISTICS & COMMERCI 3,772,355 3,772,355 3,960 489,378 9.5 

小 計 
口 数 ・ 金 額 18,090,550 17,557,349 33,193 4,101,004  
銘 柄 数 <比 率> 9 9 － <79.7%>  

合 計 
口 数 ・ 金 額 21,265,550 20,032,349 － 5,005,702  
銘 柄 数 <比 率> 11 11 － <97.3%>  

(注1)邦貨換算金額は､当期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです｡ 
(注2)比率は､純資産総額に対する評価額の比率です｡ 
(注3)< >内は､純資産総額に対する評価額の比率です｡ 

 

※ 利害関係人とは､投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です｡ 

Ｂ 
Ａ 

Ｄ 
Ｃ 
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※純資産総額の10％を超える不動産投資信託証券の内容 

■CAPITALAND INTEGRATED COMMERCIAL TRUST(当期末組入比率15.9%) 

①投資法人の目的及び基本的性格 

主として安定的な収入を生み出すシンガポールや周辺国・地域の不動産資産等に投資し､安

定した配当成長と資産価値の向上を目指します｡ 

 

②開示されている直近決算期における投資口1口当たりの資産運用報酬等 

投資信託の資産運用報酬等に相当する詳細な開示がないため､1口当たりの資産運用報酬等

に関する開示は出来ません｡ 

ホームページアドレス https://www.cict.com.sg/ 

 

■LINK REIT(当期末組入比率14.8%) 

①投資法人の目的及び基本的性格 

主として安定的な収入を生み出す香港や周辺国・地域の不動産資産等に投資し､安定した配

当成長と資産価値の向上を目指します｡ 

 

②開示されている直近決算期における投資口1口当たりの資産運用報酬等 

投資信託の資産運用報酬等に相当する詳細な開示がないため､1口当たりの資産運用報酬等

に関する開示は出来ません｡ 

ホームページアドレス https://www.linkreit.com 

 

投資信託財産の構成 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

投 資 証 券 5,005,702 96.8 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 165,917 3.2 

投 資 信 託 財 産 総 額 5,171,619 100.0 

(注1)当期末における外貨建純資産(5,122,668千円)の投資信託財産総額(5,171,619千円)に対する比率は99.1%です｡ 
(注2)外貨建資産は､当期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです｡ 

1香港ドル=20.42円 1シンガポールドル=123.55円 1マレーシアリンギット=39.2145円 
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資産､負債､元本および基準価額の状況ならびに損益の状況 
 
■資産､負債､元本および基準価額の状況 
 

項 目 
当 期 末 

2026年1月14日現在 

(A) 資 産 5,171,619,189円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 165,915,954 

 投 資 証 券(評価額) 5,005,702,275 

 未 収 利 息 960 

(B) 負 債 29,082,744 

 未 払 解 約 金 29,082,744 

(C) 純 資 産 総 額(A-B) 5,142,536,445 

 元 本 1,522,968,807 

 次 期 繰 越 損 益 金 3,619,567,638 

(D) 受 益 権 総 口 数 1,522,968,807口 

 1万口当たり基準価額(C/D) 33,767円 

■損益の状況 
 

項 目 
当 期 

自 2025年1月15日 
至 2026年1月14日 

(A) 配 当 等 収 益 219,499,063円 

 受 取 配 当 金 218,912,439 

 受 取 利 息 586,624 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 966,362,141 

 売 買 益 1,021,503,897 

 売 買 損 △55,141,756 

(C) そ の 他 費 用 △4,127,029 

(D) 当 期 損 益 金(A+B+C) 1,181,734,175 

(E) 前 期 繰 越 損 益 金 3,004,830,587 

(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 137,962,741 

(G) 解 約 差 損 益 金 △704,959,865 

(H)  計 (D+E+F+G) 3,619,567,638 

 次 期 繰 越 損 益 金(H) 3,619,567,638 

(注1)(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みま
す｡ 

(注2)(F)追加信託差損益金とあるのは､信託の追加設定の際､追加
設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます｡ 

(注3)(G)解約差損益金とあるのは､中途解約の際､元本から解約価
額を差し引いた差額分をいいます｡

 
 
<注記事項> 

※当ファンドの期首元本額は1,825,917,347円､期中追加設定元本額は70,976,005円､期中一部解約元本額は373,924,545円です｡ 
※当ファンドを投資対象とする投資信託の当期末元本額は次の通りです｡ 

アジアREIT・リサーチ・オープン(毎月決算型) 1,401,513,492円 

アジアREIT・リサーチ・オープン(年2回決算型) 121,455,315円 

 

お知らせ 
 
｢投資信託及び投資法人に関する法律｣第14条の改正に伴い､投資信託約款に所要の変更を行いまし

た｡ 

(変更日：2025年4月1日) 

 

2023年11月に｢投資信託及び投資法人に関する法律｣の一部改正が行われ､交付運用報告書について

は書面交付を原則としていた規定が変更されました｡ 

本件により､デジタル化の推進を通じて顧客の利便性向上を図るとともに､ペーパーレス化による

地球環境の保全など､サステナビリティへの貢献に繋がるものと捉えております｡ 

今後も顧客本位の業務運営を確保しつつ､電磁的方法での情報提供を進めてまいります｡ 
 


